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を視野に入れて総合評価を行い、分析したものである。本論文は、全 5 章で構成される。第 1 章
は、序論で、研究の背景、既存文献のまとめ、研究目的についてまとめている。第 2 章は、北京市
の経済活動、エネルギー消費量、GHG 排出量、再生可能エネルギー等の現況についてまとめてい
る。北京市の 2005 年から 2010 年までの地域総生産(GRP)平均成長率は 10.4%であり、第 12 次 5
カ年計画目標は 8%に下方修正されているが、石炭にほとんど依存している電気・熱エネルギー産
業が総エネルギー消費量の 40%を供給し、GHG 総排出量の 30%弱を排出しているので、今後は電
力・熱エネルギー部門において非化石系のエネルギー資源への変換が GHG 削減にとって重要であ
る。第 3 章は、総合評価のためのシミュレーションモデルの特定化とケースセッティングについて












可能エネルギー部門、炭素税有りの場合（ケース 3）を設定した。まず、ケース 0 は、GHG の対
GRP 密度が 2015 年において 56.1 トン CO2e/100 万元以下という 5 カ年計画の目標を満足しない
ことが明らかにされた。次に、ケース 1 において、GHG 排出制約は、各期の GHG 排出量が規準
年の 2010 年の実績値（97 百万トン CO2e）の n 倍（1.0≦n）以下になるように設定してシミュ
レーションを行なった結果、n=1.5 が 5 カ年計画の GRP 密度目標を満たし、かつ 2020 年におけ
る GRP 目標、2 兆 8 千億元を満たすことから、n=1.5 を条件として炭素税導入の効果を分析した。
炭素税の範囲を、北京市経済の現状とヨーロッパにおける炭素税率を考慮して、10－80 元/トン
CO2e に設定してシミュレーションを行ない、60 元/ tCO2e が、GHG 総排出量制約の経済全体に
与えるマイナスの影響を極小化するという意味で最適な炭素税率であることを明らかにした。こ
の税率での炭素税導入効果は導入前と比較して、北京市のGRPを 15年間トータルで約 1兆 2,000





とも大きく 8,039tce、廃棄物発電が 4,698tce、太陽光発電が 3,823tce、風力発電が 2,792tce であ
り、2025 年においてエネルギ ・ー熱生産量のうち 8％が再生可能エネルギーによって占められる。
炭素税収入は 25 年間で 1,180 億元になり、その大半近く 45％が地熱利用に支出される。気候変




















                
 
